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平成26年5月市会一般質問要旨

曽我修議員（公明）

伏見区選出の曽我修でございます。公明党京都市会議員団を代表し，平山

賀一議員とともに一般質問をさせていただきます。市長はじめ関係理事者に

おかれましては，明快で分かりやすいご答弁を，よろしくお願い申し上げま

す。

(京都未来交通イノベーション研究機構について）

垂

自公連立政権の第二次安倍政権が誕生して1年4か月が経過しようとして

おります。この間，安倍政権はデフレ経済の脱却，日本経済の再生に向け，

大胆な金融政策，機動的な財政政策，民間投資を喚起する成長戦略という3

つの政策を「3本の矢」として同時展開され，着実に成果を上げてきており

ます。

1本目の矢である日銀による異次元の金融政策，2本目の矢である国民の

生命と財産を守るための国士強靭化を柱とした財政政策が功を奏し，昨年度

の実質GDPは前年度を上回り，鉱工業生産指数をはじめとする各種経済指

標は軒並み改善したほか，日経平均株価は1年間で5割以上も上昇しました。

また，企業業績の回復に比べ，その効果が遅れて表れる雇用や賃金について

も，今年3月の有効求人倍率が6年9か月振ぶりの高水準となるなど，明る

い兆しが随所で見られるようになってまいりました。

今後はこうした効果を広く中小企業にまで波及させるとともに，雇用にお

いても若年層の正規雇用を一層拡大させるなど，景気回復を全国に行き渡ら

せるよう取り組む必要があります。そのためにも，第3の矢である「成長戦

略」の実行が，とりわけ重要であります。

政府の成長戦略では「民間の力を最大限引き出すこと」「女性・若者・高齢

者をはじめとする全員参加による総力戦で挑むこと」「技術立国日本を再興す

ること」を成長への道筋として掲げ，その下に具体的な取り組みとして「日

本産業再興プラン｣，「戦略市場創造プラン｣，「国際展開戦略」が策定されて

います。

この中の，「日本産業再興プラン」の柱の一つに「世界最高水準のIT社会

の実現」がうたわれています。私たち公明党市会議員団も，かねてより行政

のあらゆる分野でのICTの積極的な利活用を提言してきたところであり，
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